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◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 73

] 調達等件名及び数量 東北自動車道 岩槻
ＩＣ～久喜ＩＣ間工事通行止め広報業務 一
式

^ 調達等案件の仕様書 仕様書による
_ 履行期間 契約締結日の翌日から 平成22

年12月28日まで
２ 競争参加資格
\ 東日本高速道路株式会社契約規程実施細則
(平成17年細則第16号)第６条の規定に該当し
ない者であること。

] 平成12年度以降に広告代理店として完了し
た下記の実績を有すること。
{ 20秒以上のラジオスポットＣＭを制作
し、かつラジオスポットＣＭを３で交付す
る仕様書に示す、いずれかの放送局で放送
した実績があること。

| 半５段以上の新聞広告を制作し、かつ新
聞広告を３で交付する仕様書に示す、いず
れかの新聞に掲載した実績があること。

３ 入札手続等
\ 担当部署 〒110`0014 東京都台東区北上
野１`10`14 東日本高速道路株式会社 関
東支社 技術部調達契約課 貝沼 立彦 電
話03`5828`8595

] 契約図書の配布期間等
Ê 配布期間 平成22年７月15日から平成22

年９月13日まで
Ë 配布方法 ホームページに掲載する

^ 入札書の受領期限
Ê 受領期限 平成22年９月13日16時00分
Ë 入札方法 郵送（書留郵便に限る）する
こと。なお、上記担当部署へ親展扱いにて
郵送することとし、期間内に必着すること。

_ 開札の日時及び場所
Ê 開札日時 平成22年９月28日14時00分
Ë 場所 上記担当部署

４ その他
\ 契約の手続においては日本語及び日本国通
貨を使用する。

] 詳細はホームページに掲載する入札公告
（説明書）による。

URL http://www.e-nexco.co.jp/bids/info/

public_notice/search_service/

入札公告の訂正

平成22年６月28日（号外政府調達第119号・11、
12ページ）記載の入札公告について、次のとおり
訂正します。
平成 22年７月 15日
独立行政法人住宅金融支援機構契約担当役

財務企画部長 遠藤 順次
◎調達機関番号 608 ◎所在地番号 13

２の]の「「役務の提供等」においてＡ、Ｂ又は
Ｃの等級に格付けされている者」を「「役務の提供
等」の資格を有する者」に、５のaの|の
「Have grade A or B or C in terms of the quali-

fication」を「Have the qualification」に訂正す
る。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年７月 15日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 菊川 滋

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 堀之内地区函渠その３工事（電子
入札対象案件）

^ 工事場所 千葉県市川市堀之内２丁目地先
_ 工事内容
堀割スリット：函渠延長 160ｍ（内幅約29

ｍ、高さ7•4ｍ）
箱形函渠：函渠延長 30ｍ（内幅約27ｍ、高

さ9•1ｍ）

土工：掘削 約85¶000‚

埋戻 約30¶000‚

コンクリート工：約32¶000‚

鉄筋工：約5¶500ｔ
仮設工：地中連続壁 １式、土留工 １式、

仮桟橋工 １式
` 工期 平成26年３月25日まで。
a 使用する主要な資機材 コンクリート約
32¶000‚、鉄筋約5¶500ｔ

b 本工事は、入札時にＶＥ提案として「鉄筋
コンクリート構造物の品質管理に係わる具体
的な施工計画」を受け付けるとともに、「工事
全般の施工計画」を求め、価格と価格以外の
要素を総合的に評価して落札者を決定する入
札時ＶＥ（総合評価落札方式）の試行工事で
ある。また、品質確保のための体制その他の
施工体制の確保状況を確認し、施工内容を確
実に実現できるかどうかについて審査し、評
価を行う施工体制確認型総合評価落札方式の
試行工事である。また、本工事は、契約締結
後に施工方法等の提案を受け付ける契約後Ｖ
Ｅ方式の試行工事である。

c 本工事は資料提出、入札等を電子入札シス
テムで行う対象工事である。ただし、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得て紙入札方式に代えるものとする。ま
た、紙入札の承諾に関しては関東地方整備局
総務部契約課に承諾願を提出するものとす
る。

d 本工事は建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律（平成12年法律第104号）に基
づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の
再資源化等の実施が義務付けられた工事であ
る。

５ Summary

\ Official in charge of the contract of the

procuring entity : Shinichi Ishikawa, Direc-

tor General of Kanto Regional Head Office,

East Nippon Expressway Company Limited

] Classification of the products to be pro-

cured : 73

^ Public relations activities concerning

road closed

_ Duration of policy : 28 December 2010

` Delivery place : As shown in the specifi-

cations

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are who

shall :

{ Not come under Article 6 of the East

Nippon Expressway Company LimitedÐs

regulation concerning the contract pro-

cedures.

| For the past ten years, there be the

results that carried spot radio CM

and Newspaper advertisting.

b Deadline for tender : 4 : 00 P.M. 13 Sep-

tember 2010

c Contact point for the notice : Tatsuhiko

Kainuma, Assistant Manager of Procurem-

ent & Contract Division, Engineerring,

Technology & Procurement Department,

Kanto Regional Head Office, East Nippon

Expressway Company Limited 1`10`14,

Kitaueno, Taitou-ku, Tokyo, 110`0014 Ja-

pan. TEL. 03`5828`8595

d Details : as shown in the tender notice

placed in the our website.

URL http://www.e-nexco.co.jp/bids/info/

public_notice/search_service/

入札公告の訂正

次のとおり訂正します。
平成 22年７月 15日
独立行政法人日本原子力研究開発機構

契約部長 武藤 元久
◎調達機関番号 601 ◎所在地番号 08

平成22年６月29日付（号外政府調達第120号・
７ページ）掲載の入札公告（第22`1408`02号）
について、１a入札方法「{入札金額は一月当た

りの単価を記載すること。」を「{総価で行う。」
に、３^入札書の受領期限「平成22年８月19日午
後３時」を「平成22年９月６日午後３時」に、３
_開札の日時及び場所「平成22年８月31日午後１
時30分」を「平成22年９月10日午後１時30分」に、
４a落札者の決定方法「予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を
落札者とする。」を「予定価格の制限の範囲内で、
入札説明書で指定する性能、機能等の要件のうち、
必須とした項目の最低限の要求要件を全て満たし
ている性能、機能等を提案した入札者の中から、
入札説明書で定める総合評価の方法をもって落札
者を決定する。」に、５bTime limit for tender

「3 : 00 PM, 19 August 2010」を「3 : 00 PM, 6

September 2010」に、それぞれ訂正します。

e 本工事は、競争参加資格確認資料の作成に
あたり設計業務成果を閲覧に供する試行工事
である。なお、閲覧の対象者は本工事の入札
参加希望者であり入札説明書を入手した者と
する。（閲覧方法等の詳細は入札説明書によ
る。）

Ĉ 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65

点未満であった場合、当該工事成績評定通知
書の通知月から起算して１年間に行われる関
東地方整備局（港湾空港関係を除く。）の発注
する工事の入札において、総合評価落札方式
の加算点等を減ずる試行対象工事である。た
だし、事故減点は原則適用外とする。
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